
、財源確保と適正な予算執行を行う。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
予算管理事務（予算編成・事務管理・決算） 予算管理事務     
国庫補助事務事業（概算・本要望、交付申請・請求,完了報告,事務費協議） 国庫補助事務事業
起債事務（申請・変更申請） 当該年度 起債事務
会計検査・県検査（受検準備・受検） 執行計画 会計検査・県検査

(3)事業内容 内　　容

社会資本総合整備計画に基づくの管渠布設延長（補助事業） 想定値 1,469当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 549

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事務事業の管渠布設延長 直接 公共下水道管渠布設延長（補助事業） m 0 1,469

令和 4年度 事務事業の管渠布設延長 直接 公共下水道管渠布設延長（補助事業） m 3,395

令和 5年度 事務事業の管渠布設延長 直接 公共下水道管渠布設延長（補助事業） m 4,648

社会資本総合整備計画に基づき、予算要望、交付金交付申請等必要な手続きを行い、計画的に事業を進める必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

予算管理事務 0 予算管理事務 0 0 予算管理事務 0 予算管理事務 0
国庫補助事務事業 0 国庫補助事務事業 0 0 国庫補助事務事業 0 国庫補助事務事業 0
起債事務事業 0 起債事務事業 0 0 起債事務事業 0 起債事務事業 0
会計・県検査 0 会計・県検査 0 0 会計・県検査 0 会計・県検査 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.6 0.6 0.65 0.65
正職員人件費 5,655 5,340 5,340 5,785 5,785

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,655 5,340 5,340 5,785 5,785
(11)単位費用

11.78千円／ｍ 3.64千円／ｍ 9.73
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道整備のため、財源確保や適正な予算執行が求められている。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

公共下水道整備に係る財源確保が厳しさを増す中、補助内示額に応じて適正な予算執行が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共下水道整備に係る事務のため、市で行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(m) 目標値(b)(m) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(m) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1,469 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

久寺家１・２丁目地区の整備において地下埋設物により翌年度繰越が発生したこ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 549 37.37

となどによる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,340 315 5,340 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 久寺家１・２丁目地区の整備において地下埋設物により

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 翌年度繰越が発生したことなどによる。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 27.51

m 10万円 10.28 37.37

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 720 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 社会資本総合整備計画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,340 千円 (うち人件費 5,340 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 公共下水道の早期整備を図るため



活環境の改善を図る。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
公共下水道未接続の水洗化を促進するため、個別訪問を実施するとともに水洗便所等改造資金融資あっせん 供用開始区域を新たに追加する場合は、工事説明会の際,水洗化資金融資あっせん及び利子補給制度のＰＲ
及び利子補給事業を行っている。また、マンホールカードの配布等を通じて水洗化の普及促進を図る。 を行うとともに個別訪問を実施する。

当該年度 令和３年７月　住民説明会
執行計画 随時　　　　　　戸別訪問

(3)事業内容 内　　容 マンホールカードの制作を１２月に行い、下水道課及び人が集まりやすい場所、各種イベント等で配布し、
下水道への理解を深める。
利子補給制度利用件数 想定値 2当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 水洗化の促進 直接 利子補給件数 件 0 2

令和 4年度 水洗化の促進 直接 利子補給件数 件 2

令和 5年度 水洗化の促進 直接 利子補給件数 件 2

排水設備の切り替え工事を行うための費用負担を軽減し、水洗化率を向上させるため、水洗便所改造資金融資あっせん及び利子
(7)事業実施上の課題と対応 補給制度の活用を促し、公共下水道への接続に結び付ける必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

水洗化資金利子補給金 15 水洗化資金利子補給金 15 0 水洗化資金利子補給金 15 水洗化資金利子補給金 15
消耗品費 30 消耗品費 79 49 消耗品費 30 消耗品費 79
通信運搬費 29 通信運搬費 26 12 通信運搬費 26 通信運搬費 26

＊ マンホールカード作成(2000枚） 44 マンホールカード作成(2000枚） 44 44 マンホールカード作成(2000枚） 44 マンホールカード作成(2000枚） 44

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 118 合　　計 164 105 合　　計 115 合　　計 164
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 118 ■特会 □受益 □基金 ■その他 164 105 ■特会 □受益 □基金 ■その他 115 ■特会 □受益 □基金 □その他 164
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1
正職員人件費 1,740 1,780 1,780 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,858 1,944 1,885 1,005 1,054
(11)単位費用

929千円／件 972千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・公共下水道の整備による水洗化は、市民の快適な生活環境の保持及び公共用水域の水質保全のための重要な要素であり ●①事前確認での想定どおり
、同時に建設投資の効率性を確保する観点からも高く望まれています。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・下水道法第11条の3に水洗化への改造義務が位置付けられており、供用開始時における地域説明会、未接続住宅への個 ○要
   背景は？(事業の必要性) 別訪問等、市民に啓発を促すとともに、水洗化への工事資金の一部として改造資金融資あっせん及び利子補給制度を設け ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

多くの利用者に供することで、水洗化を促進したい。 建設投資の効率性を確保するのに有効であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・下水道法で市町村は、改造資金の融通またはその斡旋に努

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 めるものとすると定められている。
□その他 　促進された ・ﾏﾝﾎｰﾙｶｰﾄﾞの配布は下水道をＰＲするツールとして一定程

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 度効果があった。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 下水道の普及率が上がれば、衛生面、臭気、水質汚染の諸問 公共下水道区域について、浄化槽から公共下水道への切り替 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 題が軽減される。 えをお知らせ文配布により促し、公衆衛生の向上に努めてい ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している る。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利子補給制度の申請がなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,944 △86 1,885 96.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利子補給制度の申請が無かったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.1

件 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 728 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 水洗化の普及促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,944 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 974 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 公共用水域の自然環境の保全及び生



を遵守し円滑に行われるよう、排水設備指定工事店関係の申請について、指定要件に合
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 致しているかを適正に審査し、指定を行う。
展開方向

みます。
市内の各家庭での排水設備工事が法令等に違反せず円滑に行えるよう指定工事店制度を採用しており、指定 令和3年4月～令和4年3月　我孫子市下水道排水設備指定工事店になるための申請やその更新などの申請を受
工事店になるための申請や更新、指定要件の各種異動届出などを受理し、審査を行い、指定した工事店の公 理し、審査を行い、公示する。
示を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

指定工事店新規及び更新件数 想定値 22当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 27

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 指定工事店の指定期間満了に伴う更新件数及び新規申請件数を上げる。 直接 指定工事店の指定期間満了による更新（申請）と新規の申請。 件 0 22

令和 4年度 指定工事店の指定期間満了に伴う更新件数及び新規申請件数を上げる。 直接 指定工事店の指定期間満了による更新（申請）と新規の申請。 件 30

令和 5年度 指定工事店の指定期間満了に伴う更新件数及び新規申請件数を上げる。 直接 指定工事店の指定期間満了による更新（申請）と新規の申請。 件 44

指定工事店の申請においては、書類審査及び現地実態調査を適正に行う必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

排水設備指定工事店申請受付等事務 0 排水設備指定工事店申請受付等事務 0 0 排水設備指定工事店申請受付等事務 0 排水設備指定工事店申請受付等事務 0
パート会計年度（事務補佐員）0.5人 1,276 1,266 パート会計年度（事務補佐員）0.5人 1,276 パート会計年度（事務補佐員）0.5人 1,276

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 1,276 1,266 合　　計 1,276 合　　計 1,276
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 1,276 1,266 ■特会 □受益 □基金 ■その他 1,276 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,276
換算人数(人) 0.15 0.25 0.25 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 2,225 2,225 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,305 3,501 3,491 2,611 2,611
(11)単位費用

40.78千円／件 159.14千円／件 129.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　指定工事店を指定することは、不正な工事を防ぐ、不正な公共下水道への接続を防ぐ等について、非常に重要な役割を ●①事前確認での想定どおり
果たしている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

不正な接続工事を防ぐため、工事店を指定することは有効である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 指定工事店の指定・取消等に係る事務は、市が実施すべきで

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 22 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

指定工事店の新規の申請は想定不能である。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 27 122.73
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,501 △2,196 3,491 99.71
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△168.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 指定工事店の新規の申請は想定不能である。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.63

件 10万円 0.77 122.22

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 729 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道排水設備指定工事店申請業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,501 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 排水設備工事が法令



もに、下水道 下水道事業の効率化を進め、経営体制の健全化を図るため、健全経営を優先した下水道整備の計画を確立す
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 る。
展開方向

みます。
・汚水適正処理構想の見直し。 公共下水道計画図の作成　　　　　　　　　令和３年４月～令和３年７月
・下水道全体計画・事業計画の見直し。 下水道事業年報の作成　　　　　　　　　　令和３年　９月
・下水道整備五箇年計画の作成。 当該年度 公共下水道審議会（全３回）　　　　　　　令和３年　８月、９月、１１月
・公共下水道計画図の作成。 執行計画 ホームページの作成　　　　　　　　　　　随時

(3)事業内容 内　　容 ・下水道業務継続計画（下水道ＢＣＰ）の見直し。
・下水道事業年報・ホームページの作成。
・公共下水道事業審議会の開催及び委員の委嘱・改選。 当該年度の下水道処理人口普及率 想定値 84当該年度

（我孫子市内でどれぐらいの割合の人が下水道を使用できるかの指標 単位 ％
活動結果指標 実績値 84.7）

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健全な下水道事業経営を行いながら、下水道処理人口普及率を上げ、下水道のある快適な暮らしができる人口の割合を増やす。 直接 下水道処理人口普及率：我孫子市内でどれぐらいの割合の人が下水道 ％ 0 85
　　　　　　　　　　　を使用できるかの指標

令和 4年度 健全な下水道事業経営を行いながら、下水道処理人口普及率を上げ、下水道のある快適な暮らしができる人口の割合を増やす。 直接 下水道処理人口普及率：我孫子市内でどれぐらいの割合の人が下水道 ％ 86
　　　　　　　　　　　を使用できるかの指標

令和 5年度 健全な下水道事業経営を行いながら、下水道処理人口普及率を上げ、下水道のある快適な暮らしができる人口の割合を増やす。 直接 下水道処理人口普及率：我孫子市内でどれぐらいの割合の人が下水道 ％ 87
　　　　　　　　　　　を使用できるかの指標

経営基盤の強化と、財政マネジメントの向上に取り組み、着実に下水道の建設事業を行っていく必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公共下水道事業審議会委員報酬 74 公共下水道事業審議会委員報酬 98 63 公共下水道事業審議会委員報酬 74 公共下水道事業審議会委員報酬 74
公共下水道計画図印刷製本費 303 公共下水道計画図印刷製本費 328 312 公共下水道計画図印刷製本費 328 公共下水道計画図印刷製本費 328

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 377 合　　計 426 375 合　　計 402 合　　計 402
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 377 ■特会 □受益 □基金 ■その他 426 375 ■特会 □受益 □基金 ■その他 402 ■特会 □受益 □基金 ■その他 402
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,422 3,541 3,490 3,517 3,517
(11)単位費用

40.74千円／％ 42.15千円／％ 41.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　地方財政は年々厳しくなっており、一般会計からの繰出し金が減少している状況を踏まえ、下水道事業の健全経営を図 ●①事前確認での想定どおり
るため、各下水道計画の策定・変更を行いながら下水道整備を進めていくことが重要である。また、下水道事業年報やホ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ームページを作成し、下水道事業について市民に理解してもらい、関心を広めることが必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方財政が厳しさを増す中、経営の健全化を図るため、適切な下水道計画を策定する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 健全な下水道事業経営に向けた下水道計画を策定できるのは、市以外に無い。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民参加や市民との協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業の性質上、該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定通り工事を実施することはできたが、人口増減等の影響により目標をわずか
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 84.7 99.65

に下回った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,541 △119 3,490 98.56
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札等の法的ルールに従い、適正な委託料により契約する。

△3.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.4

％ 10万円 2.43 101.25

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 730 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 健全経営を優先した下水道計画の確立 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,517 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 5,142 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,541 千円 (うち人件費 3,115 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとと



下水道施設の可否や施工の承認、供用開始区域外の下水道流入の許可の審査を効率的に行う
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 。
展開方向

みます。
開発行為に伴う下水道施設について審査と承認を行うことや、供用開始区域外から公共施設や福祉施設等か 令和３年４月～令和４年３月　開発行為協議、区域外流入協議を行い審査し、許可又は不許可を行う。
らの下水道流入について、県の意見を聴いた後、許可又は不許可を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

開発行為協議件数及び区域外流入申請件数 想定値 5当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 開発行為や区域外流入の事務を効率良く行う。 直接 開発行為事前協議回答と区域外流入許可の平均件数 件 0 5

令和 4年度 開発行為や区域外流入の事務を効率良く行う。 直接 開発行為事前協議回答と区域外流入許可の平均件数 件 5

令和 5年度 開発行為や区域外流入の事務を効率良く行う。 直接 開発行為事前協議回答と区域外流入許可の平均件数 件 5

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

開発行為協議事務 0 開発行為協議事務 0 0 開発行為協議事務 0 開発行為協議事務 0
区域外流入協議事務 0 区域外流入協議事務 0 0 区域外流入協議事務 0 区域外流入協議事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.8 0.8 0.55 0.55
正職員人件費 4,785 7,120 7,120 4,895 4,895

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,785 7,120 7,120 4,895 4,895
(11)単位費用

957千円／件 1,424千円／件 1,017.14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　開発行為についての協議は、下水道施設について審査と承認を行い、公共下水道へ適切に接続してもらうために必要で ●①事前確認での想定どおり
ある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　区域外流入についての協議は、供用開始区域外からの下水道流入について、許可するかどうか審査し、公共下水道を適 ○要
   背景は？(事業の必要性) 切に使用していただくために必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　よって、これらの事業は、公共下水道事業を適切に進めていく上で、非常に重要な事業である。 公共下水道事業を適切に進めていくため、事業者に対する指導、許認可は必要不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 許認可を伴う業務のため。

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

見込みより多くの開発協議、区域外流入申請があったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7 71.43
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,120 △2,335 7,120 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△48.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 見込みより多くの開発協議、区域外流入申請があったた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 め。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

件 10万円 0.1 70

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 732 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 開発行為協議・区域外流入協議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 11 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,120 千円 (うち人件費 7,120 千円）⑦事業費
総事業費 5,720 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 開発行為に伴う



道条例の規定する基準に適合しているかを書類審査及び現地検査により確認
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的 する。
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
家庭や事業所などから排出される汚水を下水道本管に流す排水設備が、下水道法及び条例に規定する基準に 随時
適合し、適切な排水機能を備えるため書類審査を実施し、工事完成後現地検査を行う。　 ・排水設備等新設等確認申請書類審査数　530件

当該年度 ・排水設備等新設等確認申請現地検査数　530件
執行計画 ・市道占用掘削許可申請書類審査数　　　110件

(3)事業内容 内　　容 ・国道・県道掘削許可申請書類審査数　　5件　

排水設備申請書審査・検査件数 想定値 530当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 577

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 排水設備新設等確認申請書類及び現地検査は、すべて基準に適合。 直接 排水設備新設等確認申請書審査件数 件 0 530

令和 4年度 排水設備新設等確認申請書類及び現地検査は、すべて基準に適合。 直接 排水設備新設等確認申請書審査件数 件 540

令和 5年度 排水設備新設等確認申請書類及び現地検査は、すべて基準に適合。 直接 排水設備新設等確認申請書審査件数 件 550

汚水管への不明水浸入の原因の一つとみられる宅内排水設備の誤接続を監視、指導するための体制づくりを検討する必要があり
(7)事業実施上の課題と対応 ます。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公共桝設置工事費 14,850 公共桝設置工事費 20,350 18,688 公共桝設置工事費 20,350 公共桝設置工事費 20,350
測量及び実施設計業務委託 495 測量及び実施設計業務委託 495 0 測量及び実施設計業務委託 495 測量及び実施設計業務委託 495

パート会計年度（事務補佐員）0.5人 1,276 1,267 パート会計年度（事務補佐員）0.5人 1,276 パート会計年度（事務補佐員）0.5人 1,276

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 15,345 合　　計 22,121 19,955 合　　計 22,121 合　　計 22,121
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 15,345 ■特会 □受益 □基金 ■その他 22,121 19,955 ■特会 □受益 □基金 ■その他 22,121 ■特会 □受益 □基金 ■その他 22,121
換算人数(人) 0.2 0.35 0.35 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 3,115 3,115 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,085 25,236 23,070 23,901 23,901
(11)単位費用

32.24千円／件 47.62千円／件 39.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道への接続に係わる排水設備工事は個人負担で行うが、適正な強度と構造を確保するために、受託施工者である ●①事前確認での想定どおり
我孫子市下水道指定工事店を指導し、かつ排水設備の現地完成検査を実施するため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

公共下水道への接続に係わる排水設備工事は個人負担で行うが、適正な強度と構造を確保するために、受託施工者である
我孫子市下水道指定工事店を指導し、工事完成後実地検査を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道条例により、排水設備等の計画の確認、工事の検査を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市が行うこととなっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 530 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請件数が見込みより多かったが、概ね想定範囲であった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 577 108.87
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,236 △8,151 23,070 91.42
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△47.71

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定より、安価に契約できたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.1

件 10万円 2.5 119.05

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 734 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 排水設備の審査及び竣工検査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,236 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 排水設備が、下水道法及び下水



るようマンホールポンプ等の維持管理を適正に行う。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
・各マンホ－ルポンプ場の巡回点検。 ・日本地所中継ポンプ場（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

・白山・栄・東我孫子・青山台マンホ-ルポンプ施設（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
当該年度 ・台田地先モデル事業施設(月1回の保守点検)
執行計画 ・湖北台地先モデル事業施設(月1回の保守点検)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容

維持管理日数 想定値 244当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 244

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な維持管理、快適な利用環境 直接 ポンプ施設の維持管理を適切に行い、トラブル等で稼働停止を未然に 日 0 244
防ぐために点検した日数

令和 4年度 適正な維持管理、快適な利用環境 直接 ポンプ施設の維持管理を適切に行い、トラブル等で稼働停止を未然に 日 244
防ぐために点検した日数

令和 5年度 適正な維持管理、快適な利用環境 直接 ポンプ施設の維持管理を適切に行い、トラブル等で稼働停止を未然に 日 244
防ぐために点検した日数

マンホールポンプ等の管理、点検は熟練した技術者が必要である。マンホールポンプ施設の部品等も老朽化したものから順次交
(7)事業実施上の課題と対応 換する必要があり、コストの削減は難しい。職員直営による維持管理も考えられるが、特殊性、幅広い経験、専門知識等が必要 代替案検討 ○有 ●無

であることから、民間委託により適正に管理する必要があります。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

マンホールポンプ消耗品費 45 マンホールポンプ消耗品費 45 40 マンホールポンプ消耗品費 45 マンホールポンプ消耗品費 45
汚水ポンプ場光熱水費 1,288 汚水ポンプ場光熱水費 1,211 976 汚水ポンプ場光熱水費 1,211 汚水ポンプ場光熱水費 1,211
汚水ポンプ場修繕料 1,650 汚水ポンプ場修繕料 3,219 3,180 汚水ポンプ場修繕料 3,219 汚水ポンプ場修繕料 3,219
汚水ポンプ場通信運搬費 143 汚水ポンプ場通信運搬費 127 120 汚水ポンプ場通信運搬費 127 汚水ポンプ場通信運搬費 127
汚水ポンプ場草刈委託料 446 汚水ポンプ場草刈委託料 446 441 汚水ポンプ場草刈委託料 446 汚水ポンプ場草刈委託料 446
汚水ポンプ場樹木管理委託料 104 汚水ポンプ場樹木管理委託料 104 11 汚水ポンプ場樹木管理委託料 104 汚水ポンプ場樹木管理委託料 104
汚水ポンプ場等維持管理委託料 5,126 汚水ポンプ場等維持管理委託料 5,277 4,936 汚水ポンプ場等維持管理委託料 5,277 汚水ポンプ場等維持管理委託料 5,277

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,802 合　　計 10,429 9,704 合　　計 10,429 合　　計 10,429
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,802 ■特会 □受益 □基金 □その他 10,429 9,704 ■特会 □受益 □基金 □その他 10,429 ■特会 □受益 □基金 □その他 10,429
換算人数(人) 0.2 0.4 0.4 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 3,560 3,560 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,542 13,989 13,264 12,209 12,209
(11)単位費用

43.03千円／日 57.33千円／日 54.36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道が支障なく運営できるように、不良個所の早期発見・修繕を行う必要がある。なお、公共下水道を経営する場 ●①事前確認での想定どおり
合の維持、管理、修繕、改築その他の管理は、下水道法第３条により市町村が行うこととなっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ポンプ施設の保守点検を行い、不良個所の早期発見に努め、支障なく運営している。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理は、市が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 行うこととなっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(日) 目標値(b)(日) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(日) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 244 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

基準日数で維持管理が行われたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 244 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,989 △3,447 13,264 94.82
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

マンホールポンプ等維持管理業務委託が安価に契約できたため。

△32.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 マンホールポンプ等維持管理業務委託が安価に契約でき

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.74

日 10万円 1.84 105.75

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 736 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 汚水中継ポンプ場維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,989 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 市民が、安心して下水道を利用でき



保持に努めて、持続的な汚水処理を行う。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
生活環境の向上及び公共用水域の水質保全のため、管路の機能を保持できるように適正な維持管理を行うと 下水道本管の閉塞処理、汚水人孔の破損等の修繕（随時）
ともに下水道本管及び取出管に不具合・支障等が生じた場合には、速やかに修繕工事を実施する。また、下 令和３年度の下水道台帳のシステム（ＧＩＳ）導入に向けて、既存データの整合性などの確認・検討を行う
水道台帳や日常的な維持管理情報のシステム化（ＧＩＳ）を検討し、効率的な維持管理計画の策定や迅速な 当該年度 。
窓口対応へ活用する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

下水道施設の市管理部分の苦情件数対応（苦情解決件数/苦情件数） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道施設の不具合(つまり・臭い・流入出)の減少。 直接 下水道施設の市管理部分の苦情件数対応（苦情解決件数/苦情件数） ％ 0 100

令和 4年度 下水道施設の不具合(つまり・臭い・流入出)の減少。 直接 下水道施設の市管理部分の苦情件数対応（苦情解決件数/苦情件数） ％ 100

令和 5年度 下水道施設の不具合(つまり・臭い・流入出)の減少。 直接 下水道施設の市管理部分の苦情件数対応（苦情解決件数/苦情件数） ％ 100

下水道施設の維持管理は、ストックマネジメント計画に基づき、事後保全型から予防保全型にシフトし、計画的かつ効率的に管
(7)事業実施上の課題と対応 理する必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

汚水管渠維持管理委託料 7,425 汚水管渠維持管理委託料 9,020 5,819 汚水管渠維持管理委託料 9,020 汚水管渠維持管理委託料 9,020
下水道台帳整備業務委託料 2,926 下水道台帳整備業務委託料 2,926 1,595 下水道台帳整備業務委託料 0 下水道台帳整備業務委託料 0
土地賃借料 381 土地賃借料 391 391 土地賃借料 391 土地賃借料 391
汚水管渠改修工事費 31,484 汚水管渠改修工事費 31,484 30,965 汚水管渠改修工事費 31,484 汚水管渠改修工事費 31,484

＊ 統合型ＧＩＳシステムの導入検討 0 ＊ 統合型ＧＩＳシステムの導入 0 0 下水道台帳ＧＩＳデータ更新委託料 1,500 下水道台帳ＧＩＳデータ更新委託料 1,500
（情報政策課で予算計上）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 42,216 合　　計 43,821 38,770 合　　計 42,395 合　　計 42,395
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 42,216 ■特会 □受益 □基金 ■その他 43,821 38,770 ■特会 □受益 □基金 ■その他 42,395 ■特会 □受益 □基金 ■その他 42,395
換算人数(人) 0.35 0.45 0.45 0.35 0.35
正職員人件費 3,045 4,005 4,005 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 45,261 47,826 42,775 45,510 45,510
(11)単位費用

452.61千円／件 478.26千円／％ 427.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道本管・公共桝の閉塞及び汚水人口蓋のガタツキ、取付管の破損は毎年発生している。なお、公共下水道を経営する ●①事前確認での想定どおり
場合の維持、管理、修繕、改築その他の管理は、下水道法第３条により市町村が行うこととなっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道本管・公共桝の閉塞及び汚水人孔のガタツキ・取付管の破損は、毎年発生するため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共下水道の設置、改築、修繕、その他の管理は、市が行う

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 こととなっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

維持管理・修繕を的確に行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 47,826 △2,565 42,775 89.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

安価に契約できたため。

△5.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

％ 10万円 0.23 109.52

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 738 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 汚水管渠維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 47,826 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 汚水管渠の状態を監視し、流下機能の



に充てるため、下水道事業受益者負担金を賦課・徴収する。なお、滞納者に対しては、
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 督促及び訪問することにより、負担金への理解を促し納付を促進する。
展開方向

みます。
受益者負担金制度とは、下水道が整備され、生活環境が著しく向上が図られた土地に対して、公共下水道を 下水道の供用開始区域の人に６月に納入通知書を発送。
計画的、また早期に完成していくために、その土地の所有者が建設費の一部を負担するもので、下水道が整 納期限までに納付が無い場合は督促を発送。
備された翌年から３年間で納付する。負担金の額は１㎡当たり４００円、年４回納付で３年間で完納となる 当該年度 随時、電話又は訪問により滞納整理を実施。
。また、各納期までに納めず滞納となっている受益者が存在しているので、その滞納者に対して督促及び催 執行計画 １１月に催告書を発送する。

(3)事業内容 内　　容 告、訪問をして納付を促す。

下水道事業受益者負担金の過年度滞納繰越額及び現年度賦課額に対す 想定値 95当該年度
る当該年度徴収率 単位 %

活動結果指標 実績値 95.1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道事業受益者負担金の滞納者に対し、督促、催告及び職員が訪問したうえ、負担金への理解を促し早期に金融機関にて納付 直接 下水道事業受益者負担金の過年度滞納繰越額及び現年度賦課額に対す % 93.7 95
をお願いする。 る徴収率

令和 4年度 長期間の滞納をさせないようにし、徴収率の向上を図る。 直接 下水道事業受益者負担金の過年度滞納繰越額及び現年度賦課額に対す % 95
る徴収率

令和 5年度 過年度分の納付はもちろんであるが、現年度分も年度内の納付を促進し徴収率の向上につなげる。 直接 下水道事業受益者負担金の過年度滞納繰越額及び現年度賦課額に対す % 95
る徴収率

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 9 消耗品 9 18 消耗品 9 消耗品 9
通信運搬費 81 通信運搬費 72 60 通信運搬費 72 通信運搬費 72
手数料 4 手数料 5 3 手数料 5 手数料 5
委託料 2 委託料 2 1 委託料 2 委託料 2
過誤納還付金 10 過誤納還付金 10 0 過誤納還付金 10 過誤納還付金 10
パート会計年度(事務補助員)0.4人 969 印刷製本費 10 10 パート会計年度(事務補助員)0.5人 1,276 印刷製本費 10

パート会計年度(事務補助員)0.5人 1,276 1,267 パート会計年度(事務補助員)0.5人 1,276
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,075 合　　計 1,384 1,359 合　　計 1,374 合　　計 1,384
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 1,075 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 1,384 1,359 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 1,374 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 1,384
換算人数(人) 0.5 0.35 0.35 0.5 0.5
正職員人件費 4,350 3,115 3,115 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,425 4,499 4,474 5,824 5,834
(11)単位費用

57.71千円／% 47.36千円／% 47.05
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

受益者公平の原則から、滞納している者がいるのは明らかに不公平である。公共下水道事業経営の健全化を図るためにも ●①事前確認での想定どおり
下水道使用料とともに本来柱となるべき建設費の財源を確保する意味からも受益者負担金滞納者へ納付を促すため滞納整 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 理が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

公共下水道の推進をするためには、受益者公平の原則から、受益者負担金は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法規に基づく徴収であるため、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
93.7 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

工事前と工事後の市民への丁寧な説明による。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98.7 103.89
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,499 926 4,474 99.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.11

% 10万円 2.21 104.74

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 739 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道事業受益者負担金の賦課徴収 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,499 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 下水道整備費の一部



道 下水道使用料は、処理場・管渠等の汚水処理施設の維持管理費や下水道施設の建設に伴う借入金の返済に充
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 てられる。
展開方向

みます。
下水道使用料の賦課及び徴収に関する事務は、協定により水道局に委任しており、水道料金と併せて下水道 ・下水道使用料徴収業務委託契約の締結（４月）
使用料の徴収を行なう。毎月、下水道使用開始届により水道局と賦課及び徴収事務の連絡調整を行う。 ・納入通知書、督促状・督促書（８月）の発送。滞納整理の実施。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

当該年度の下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に 想定値 95当該年度
対する徴収率 単位 ％

活動結果指標 実績値 99.9

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 95.6 99
率

令和 4年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 99
率

令和 5年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 99
率

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 38 通信運搬費 38 26 通信運搬費 38 通信運搬費 38
徴収等業務委託料 102,184 徴収等業務委託料 103,359 102,232 徴収等業務委託料 103,359 徴収等業務委託料 103,359
使用料過誤納還付金 600 使用料過誤納還付金 610 609 使用料過誤納還付金 600 使用料過誤納還付金 600
パート会計年度(事務補助員)0.3人 727 パート会計年度(事務補助員)0.5人 1,276 1,267 パート会計年度(事務補助員)0.5人 1,276 パート会計年度(事務補助員)0.5人 1,276

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 103,549 合　　計 105,283 104,134 合　　計 105,273 合　　計 105,273
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 103,549 ■特会 □受益 □基金 ■その他 105,283 104,134 ■特会 □受益 □基金 □その他 105,273 ■特会 □受益 □基金 □その他 105,273
換算人数(人) 0.45 0.4 0.4 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 3,560 3,560 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 107,464 108,843 107,694 109,278 109,278
(11)単位費用

1,107.88千円／％ 1,145.72千円／％ 1,078.02
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道事業経営の健全化を図るため、受益者負担金とともに本来柱となるべき財源を確保する必要があるとともに、 ●①事前確認での想定どおり
使用者間の公平性を保つ。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道使用料は利益を受ける人が支払う。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法規により市が行う。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95.6 99 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

過去のデータからの推定が正確だった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.1 100.1
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 108,843 △1,379 107,694 98.94
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

% 10万円 0.09 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 740 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道使用料の賦課徴収業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 108,833 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 108,843 千円 (うち人件費 3,560 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水



を基本にした公営企業会計として、収支バランスのとれた下水道事業会計の収支決算を目指す。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
日々の収納・支払に係る出納事務を適切に行い、毎月の月例監査を受ける。 　５月：令和２年度地方公営企業決算状況調査
決算確定後、決算審査資料の作成により事業費の執行状況を把握するとともに、地方公営企業決算状況調査 　６月：決算審査資料の作成
表を作成する。 当該年度 １０月：令和３年度の予算編成
決算状況調査結果や財務諸表を基に下水道事業の経営状況を分析し、経営状況を把握した上で適切な予算執 執行計画 　　　：中間決算報告

(3)事業内容 内　　容 行を行う。 　毎月：月例監査資料作成、監査対応
　通年：下水道事業の予算執行、出納事務
当該年度の下水道事業の汚水処理費に対する使用料回収率 想定値 89当該年度

単位 %
活動結果指標 実績値 82.5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道使用料収入の増加 直接 下水道事業の汚水処理費に対する使用料回収率 % 0 86.2

令和 4年度 下水道使用料収入の増加 直接 下水道事業の汚水処理費に対する使用料回収率 % 86.7

令和 5年度 下水道使用料収入の増加 直接 下水道事業の汚水処理費に対する使用料回収率 % 87.2

財政マネジメントの向上に努め、下水道事業の健全経営を確保していく必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地方公営企業決算状況調査 0 地方公営企業決算状況調査 0 0 地方公営企業決算状況調査 0 地方公営企業決算状況調査 0
下水道事業部分の財務諸表作成 0 下水道事業部分の財務諸表作成 0 0 下水道事業部分の財務諸表作成 0 下水道事業部分の財務諸表作成 0
当該年度補正予算作成 0 当該年度補正予算作成 0 0 当該年度補正予算作成 0 当該年度補正予算作成 0
次年度当初予算作成 0 次年度当初予算作成 0 0 次年度当初予算作成 0 次年度当初予算作成 0
月例監査資料作成 0 月例監査資料作成 0 0 月例監査資料作成 0 月例監査資料作成 0
公営企業会計システム保守委託料 473 公営企業会計システム保守委託料 473 473 公営企業会計システム保守委託料 473 公営企業会計システム保守委託料 473
パート会計年度（事務補佐員）1.0人 2,422

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,895 合　　計 473 473 合　　計 473 合　　計 473
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,895 ■特会 □受益 □基金 □その他 473 473 ■特会 □受益 □基金 □その他 473 ■特会 □受益 □基金 □その他 473
換算人数(人) 1.4 1.5 1.5 3 3
正職員人件費 12,180 13,350 13,350 26,700 26,700

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,075 13,823 13,823 27,173 27,173
(11)単位費用

169.38千円／% 155.31千円／% 167.55
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道事業は公営企業会計として、地方財政法第６条により一般会計との適正な経費負担区分を前提に、独立採算制を原 ●①事前確認での想定どおり
則にして経営することになっている。下水道事業の経営を常に良好に維持していくためには、決算による経営分析が欠か ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ せない。そして、その結果を次年度の予算に反映させることにより、よりよい経営を目指す。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道事業の経営状況を把握するためには、決算による経営分析は有効な手段である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 予算・決算に係る業務であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民の参加や市民との協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業の性質上、該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 86.2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初目標値は法適用前の数値を前提に設定した目標値であり達成困難な水準であ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 82.5 95.71

ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,823 1,252 13,823 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.62

% 10万円 0.6 96.77

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 741 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 予算・決算業務による経営分析 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,823 千円 (うち人件費 13,350 千円）⑦事業費
総事業費 15,075 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 独立採算制



処理場における下水の処理開始に当たり、あらかじめ公共下水道管理者が必
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 要事項の公示及び縦覧を行ない、周知を図る。
展開方向

みます。
公共下水道の本管布設工事終了後、下水道法第９条の規定により、公共下水道の供用及び処理開始にかかる 前年度の工事完了区域に対し、公共下水道の供用及び処理開始にかかる公示、縦覧を行う。５月に千葉県手
公示、縦覧を行う。 賀沼下水道事務所へ公示面積調書及び公示の写しを添えて報告する。２月に、翌年度の流域下水道処理開始

当該年度 区域に係る処理開始予定書及び処理区域普及見込み調書を提出し、ヒアリングを経て手賀沼流域下水道の処
執行計画 理開始通知（下水道法第２５条の６）を取得する。

(3)事業内容 内　　容

公示回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道法第９条に基づく公共下水道の供用及び処理開始にかかる公示、縦覧を行なう。 直接 公示回数 回 1 1

令和 4年度 下水道法第９条に基づく公共下水道の供用及び処理開始にかかる公示、縦覧を行う。 直接 公示回数 回 1

令和 5年度 下水道法第９条に基づく公共下水道の供用及び処理開始にかかる公示、縦覧を行なう。 直接 公示回数 回数 1

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

処理区分開始区域データ作成 153 処理区分開始区域データ作成 153 153 処理区分開始区域データ作成 153 処理区分開始区域データ作成 153
下水道供用開始平面図 下水道供用開始平面図 下水道供用開始平面図 下水道供用開始平面図
パート会計年度(事務補助員)0.3人 727

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 880 合　　計 153 153 合　　計 153 合　　計 153
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 880 ■特会 □受益 □基金 ■その他 153 153 ■特会 □受益 □基金 ■その他 153 ■特会 □受益 □基金 ■その他 153
換算人数(人) 0.4 0.35 0.35 0.4 0.4
正職員人件費 3,480 3,115 3,115 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,360 3,268 3,268 3,713 3,713
(11)単位費用

4,360千円／回 3,268千円／回 3,268
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道法第９条、千葉県流域下水道維持管理要綱第５条並びに同１０条により義務付けられているため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令上の義務である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法定事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令通り執行した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 200
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,268 1,092 3,268 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

25.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 順調に推移した。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

回 10万円 0.06 200

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 742 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 公共下水道事業供用開始 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,268 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 公共下水道の供用開始及び終末



もに、下水道 手賀沼流域下水道の早期整備を図る。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
手賀沼南部幹線や他の幹線および終末処理場の整備の促進、改築事業を行うため、手賀沼流域下水道建設事 令和３年　５月　流域下水道事業債の要望
業に係る費用の一部を負担する。 令和３年　６月　手賀沼流域下水道建設負担金納入（第１回）

当該年度 令和３年　９月　手賀沼流域下水道建設負担金納入（第２回）
執行計画 令和３年１２月　手賀沼流域下水道建設負担金納入（第３回）

(3)事業内容 内　　容 令和４年　３月　手賀沼流域下水道建設負担金納入（第４回）　　　　　　　　　　　　　　　
令和４年　３月　流域下水道事業債の借入れ
千葉県との建設負担金についての協議回数 想定値 1当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼流域下水道の早期の整備等を図る。 直接 千葉県との建設負担金についての協議回数 回 0 1

令和 4年度 手賀沼流域下水道の早期の整備を図る。 直接 千葉県との建設負担金についての協議回数 回 1

令和 5年度 手賀沼流域下水道の早期の整備を図る。 直接 千葉県との建設負担金についての協議回数 回 1

千葉県と調整協議しながら、事業を進める必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手賀沼流域下水道建設費負担金 33,021 手賀沼流域下水道建設費負担金 34,285 34,284 手賀沼流域下水道建設費負担金 47,234 手賀沼流域下水道建設費負担金 47,234

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 33,021 合　　計 34,285 34,284 合　　計 47,234 合　　計 47,234
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 27,000 充当率 100 ％ 29,300 29,300 充当率 100 ％ 41,800 充当率 0 ％ 41,800

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 6,021 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,985 4,984 ■特会 □受益 □基金 ■その他 5,434 ■特会 □受益 □基金 ■その他 5,434
換算人数(人) 0.15 0.2 0.2 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 1,780 1,780 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 34,326 36,065 36,064 48,569 48,569
(11)単位費用

34,326千円／回 36,065千円／回 36,064
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・手賀沼の水質保全を図ることを目的に、県が管理主体（下水道法第２５条の２）となって実施する公共用水域の水質保 ●①事前確認での想定どおり
全対策事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・流域団体が手賀沼流域下水道建設費用の一部を負担（下水道法第３１条の２）し、手賀沼流域下水道事業の促進を図る ○要
   背景は？(事業の必要性) ものである。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・下水道の整備により、生活排水の汚水が終末処理場で適切に処理されるため、河川等公共用水域の水質汚濁防止等自然 手賀沼流域下水道が毎年少しずつ整備されることにより、汚水が適切に処理され、衛生的で快適な生活環境を形成し、公
環境保全の観点からも必要な事業である。 共水域の水質を保全することができるため。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 下水道法により市が実施することが想定されているため。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民の参加や協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼流域下水道の早期整備、適正な時期に適正な政策を行 千葉県が手賀沼流域下水道の整備を行っている。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している う。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

概ね想定通りの事業執行であったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 36,065 △1,739 36,064 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 手賀沼流域下水道全体計画により計画的に整備を行って

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 いるため、県及び関係市の調整が必要である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

回 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 743 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 流域下水道建設負担金の調整協議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 49,014 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 21,165 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 36,065 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとと



市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 緊急輸送路や避難所からの排水を受ける重要路線について、下水道施設（マンホール等）の耐震性を確保す
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的 るため、地震対策工事を実施する。
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
我孫子市下水道総合地震対策計画に基づき、マンホール浮上防止対策及び避難所にマンホールトイレの設置 ・４月交付申請
を実施する。 ・マンホール浮上防止工事；６月契約（工期：７月～１２月）
平成３０年度に策定した我孫子市下水道総合地震対策計画に基づき、令和元年度から令和５年度の五か年整 当該年度 ・マンホールトイレ設置工事；６月契約（工期：７月～１２月）
備計画により事業を実施する。 執行計画 ・資材価格等調査；４月契約；（委託期間：４月～６月）

(3)事業内容 内　　容 ・水道管切廻し工事；７月契約（工期：８月～９月）

マンホール浮上防止工事、マンホールトイレ設置工事の進捗率 想定値 60当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 60

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道総合地震対策計画に基づき事業を進める。 直接 マンホール浮上防止工事、マンホールトイレ設置工事の進捗率（第Ⅲ ％ 60 60
期）

令和 4年度 下水道総合地震対策計画に基づき事業を進める。 直接 マンホール浮上防止工事、マンホールトイレ設置工事の進捗率（第Ⅲ ％ 80
期）

令和 5年度 下水道総合地震対策計画に基づき事業を進める。 直接 マンホール浮上防止工事、マンホールトイレ設置工事の進捗率（第Ⅲ ％ 100
期）

・マンホール浮上防止工事は、地下埋設物の占用位置を十分調査し、手戻りのないよう工事を実施します。
(7)事業実施上の課題と対応 ・マンホールトイレ設置工事は、利用者の目線で利便性等を検討し、災害時の快適なトイレ環境を確保する必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止工事（補助事業） 14,000 ＊ 水道管切廻し工事（単独） 4,000 0 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止工事（補助事業） 34,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止工事（補助事業） 34,000
＊ ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事（補助事業） 6,000 （３月補正） △4,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事（補助事業） 10,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事（補助事業） 10,000
＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止工事（補助）（繰越） 20,000 17,561 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000
＊ 資材価格等調査業務委託 1,500 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事（補助）（繰越） 24,000 23,604 ＊ 資材価格等調査業務委託（単独事業） 1,500 ＊ 総合地震対策計画更新（単独事業） 10,000

＊ 附帯工事（起債）（繰越） 3,000 0 ＊ 資材価格等調査業務委託（単独事業） 1,500
（５月流用） △318

＊ ｶﾞｽ移設補償費（起債）（繰越） 600 918
実施内容 （５月流用） 318

＊ 資材価格等調査業務委託（単独）（繰越 1,500 1,331
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 24,500 合　　計 49,100 43,414 合　　計 48,500 合　　計 58,500
国庫支出金 補助率 50 ％ 10,000 補助率 50 ％ 19,800 19,800 補助率 50 ％ 22,000 補助率 50 ％ 22,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 45 ％ 11,800 充当率 45 ％ 27,400 22,000 充当率 45 ％ 22,600 充当率 45 ％ 22,600

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,700 ■特会 □受益 □基金 ■その他 1,900 1,614 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 3,900 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 13,900
換算人数(人) 0.4 0.45 0.45 0.4 0.4
正職員人件費 3,480 4,005 4,005 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 27,980 53,105 47,419 52,060 62,060
(11)単位費用

699.5千円／％ 885.08千円／％ 790.32
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道は重要なライフラインであり、地震等の災害で被災した場合には重大な事態を生じるおそれがある。このため「我 ●①事前確認での想定どおり
孫子市下水道総合地震対策計画」に基づき事業を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

大規模な地震に備えるため下水道施設の耐震化は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
60 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり発注したため。 
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 60 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 53,105 △25,125 47,419 89.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

工事の支障となる占用物件が無く、附帯工事費が抑制されたため。

△89.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工事の支障となる占用物件が無く、附帯工事費が抑制さ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 れたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11

％ 10万円 0.13 118.18

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
本事業は、大規模な地震に備え、災害が発生しても下水道施設の機能が維持できるように引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1519 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 総合地震対策事業（第Ⅲ期） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 57,105 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 480,969 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 53,105 千円 (うち人件費 4,005 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市総合地震対策事業

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、



の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 湖北駅北口西側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するめに、湖北駅北口西側地区の下水道整備を行う。 ・４月交付申請

・下水道管布設工事（補助事業）；６月契約（工期：７月～１２月）
当該年度 ・下水道管布設工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１２月）
執行計画 ・舗装復旧工事（補助事業）；７月契約（工期：８月～１０月）

(3)事業内容 内　　容 ・舗装復旧工事（起債事業）；７月契約（工期：８月～１０月）

公共下水道管渠延長 想定値 172当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 172

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 172 172

令和 4年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 356

令和 5年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 736

当該地区は、狭隘道路であるため、適正な迂回路を計画して周辺住民や利用者の安全な交通を確保する必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道管布設工事（補助事業） 6,800 ＊ 舗装復旧工事（補助） 1,760 1,760 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 13,520 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 14,400
＊ 下水道管布設工事（起債事業） 1,300 ＊ 舗装復旧工事（起債） 440 440 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 720 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 800
＊ 附帯工事（起債事業） 1,000 ＊ 下水道管布設工事（補助） 17,809 17,809 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 28,800 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 15,680

＊ 附帯工事（起債） 3,000 0 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 1,600 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 3,920
＊ 附帯工事（単独） 500 0 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000

＊ 附帯工事（単独事業） 500 ＊ 附帯工事（単独事業） 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,100 合　　計 23,509 20,009 合　　計 48,140 合　　計 38,300
国庫支出金 補助率 50 ％ 3,400 補助率 50 ％ 9,785 9,785 補助率 50 ％ 21,960 補助率 50 ％ 15,040
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 45 ％ 5,245 充当率 45 ％ 12,074 9,900 充当率 45 ％ 23,298 充当率 45 ％ 20,800

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 455 ■特会 □受益 □基金 ■その他 1,650 324 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,882 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,460
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,145 26,624 23,124 51,255 41,415
(11)単位費用

102.92千円／ｍ 154.79千円／ｍ 134.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、駅至近にも関わらず下水道が未整備で早急に整備が必要であり、地元住民からの下水道整備の要望も強い地 ●①事前確認での想定どおり
区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地域である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
172 172 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり発注したため。 
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 172 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,624 △14,479 23,124 86.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

工事の支障となる占用物件が無く、附帯工事費等が抑制されたため。

△119.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工事の支障となる占用物件が無く、附帯工事費等が抑制

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 されたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.65

ｍ 10万円 0.74 113.85

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1689 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 湖北駅北口西側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 6年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 43,195 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 177,500 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 26,624 千円 (うち人件費 3,115 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内



を高めるとともに、下水道 我孫子市内で公共下水道に接続している家庭、事業所などから排出される汚水を処理するため、負担する負
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 担金について、金額を確定させる。
展開方向

みます。
我孫子市内で公共下水道に接続している家庭、事業所などから排出される汚水を処理するために、負担する 令和３年　６月　手賀沼流域下水道維持管理負担金納入（第１回）
負担金について、千葉県と調整協議する。 令和３年　９月　手賀沼流域下水道維持管理負担金納入（第２回）

当該年度 令和３年１２月　手賀沼流域下水道維持管理負担金納入（第３回）
執行計画 令和４年　３月　手賀沼流域下水道維持管理負担金納入（第４回）

(3)事業内容 内　　容

千葉県との維持管理負担金についての協議回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 流域下水道維持管理負担金を適正に負担する。 直接 千葉県との維持管理負担金についての協議回数 回 0 1

令和 4年度 流域下水道維持管理負担金を適正に負担する。 直接 千葉県との維持管理負担金についての協議回数 回 1

令和 5年度 流域下水道維持管理負担金を適正に負担する。 直接 千葉県との維持管理負担金についての協議回数 回 1

　流域下水道維持管理負担金を適正に負担するため、流域下水道維持管理負担金の単価改定などについて、手賀沼流域下水道事
(7)事業実施上の課題と対応 業の流域７市と千葉県とでよく協議を行う必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

流域下水道維持管理負担金（通常分） 770,000 流域下水道維持管理負担金（通常分） 795,000 787,226 流域下水道維持管理負担金（通常分） 795,000 流域下水道維持管理負担金（通常分） 795,000
（放射能対策費分を含む） （放射能対策費分を含む） （放射能対策費分を含む） （放射能対策費分を含む）

（３月補正） △7,774

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 770,000 合　　計 787,226 787,226 合　　計 795,000 合　　計 795,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 770,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 787,226 787,226 ■特会 □受益 □基金 ■その他 795,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 795,000
換算人数(人) 0.15 0.2 0.2 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 1,780 1,780 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 771,305 789,006 789,006 796,335 796,335
(11)単位費用

771,305千円／回 789,006千円／回 789,006
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・手賀沼の水質保全を図ることを目的に、県が管理主体（下水道法第２５条の２）となって実施する公共用水域の水質保 ●①事前確認での想定どおり
全対策事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・流域団体が手賀沼流域下水道維持管理費の一部を負担（下水道法第３１条の２）し、手賀沼流域下水道事業の運用を図 ○要
   背景は？(事業の必要性) るものである。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・下水道の適正な維持管理により、生活排水の汚水が終末処理場で適切に処理されるため、河川等公共用水域の水質汚濁 千葉県との協議で我孫子市から排出される汚水の処理が適切に行われた。
防止等自然環境の観点からも必要である。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 市の負担金に係る協議であるため。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民参加や市民との協働には適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼流域下水道事業の維持管理を行う。 公共水域の水質保全のため、汚水を手賀沼終末処理場で適切 ●①想定どおり
□②生き物と共存している に処理後に放流している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

県協議により適正な負担金を算出したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 789,006 △17,701 789,006 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 汚水処理に要する負担金は、千葉県により適正に算出さ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 れているため、本市の事業費は適正である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

回 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
汚水が適正に処理され、快適で衛生的な生活環境が形成できるよう、今後も現状どおり推進していく（ただし、事務事業の見直しにより体系外
の位置づけとなっている）。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1883 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 流域下水道維持管理負担金の調整協議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 796,780 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 772,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 789,006 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率



道 消費税及び地方消費税の適正な申告に努める。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
消費税及び地方消費税の申告書を作成し、納税をする。 令和３年６月３０日までに、令和２年度分の確定申告を行い、納税をする。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 0 1

令和 4年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 1

令和 5年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 1

令和２年４月の企業会計化により、消費税の算出方法が従前より変更となる。特定収入の取扱いや消費税法改正など、公営企業
(7)事業実施上の課題と対応 の消費税に関しては難解な部分が多く、公営企業の消費税について専門性を有する公認会計士、税理士等と相談し、適正な申告 代替案検討 ○有 ●無

、納税を行っていく必要があります。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消費税及び地方消費税（雨水分含む） 40,569 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 31,802 30,024 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 31,802 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 31,802
会計顧問業務委託料 会計顧問業務委託料 会計顧問業務委託料 会計顧問業務委託料
・申告書作成、提出及び税務代理 165 ・申告書作成、提出及び税務代理 165 165 ・申告書作成、提出及び税務代理 165 ・申告書作成、提出及び税務代理 165

＊ ・公営企業会計化に伴う ・税務・会計顧問及び決算書類作成 528 528 ・税務・会計顧問及び決算書類作成 528 ・税務・会計顧問及び決算書類作成 528
＊ 　税務・会計顧問及び決算書類作成 528 　指導　　月額44,000円＊12月 　指導　　月額44,000円＊12月 　指導　　月額44,000円＊12月
＊ 　指導　　月額44,000円＊12月

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 41,262 合　　計 32,495 30,717 合　　計 32,495 合　　計 32,495
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 41,262 ■特会 □受益 □基金 □その他 32,495 30,717 ■特会 □受益 □基金 □その他 32,495 ■特会 □受益 □基金 □その他 32,495
換算人数(人) 0.3 0.45 0.45 0.35 0.35
正職員人件費 2,610 4,005 4,005 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 43,872 36,500 34,722 35,610 35,610
(11)単位費用

43,872千円／回 36,500千円／回 34,722
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消費税及び地方消費税の納税義務があるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

納税事業者であり、納税義務があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市に申告義務があるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
自治体である市に納税義務があるため。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

消費税及び地方消費税の正しい申告を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 36,500 7,372 34,722 95.13
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

16.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 決算に基づく消費税計算の結果、申告税額が減少したた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 め。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

回 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2049 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 下水道事業の健全経営の確保 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 消費税及び地方消費税の申告・納税 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 36,500 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 41,449 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水



水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 下ヶ戸西側地区（区画整理地区）の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、下ヶ戸西側地区（区画整理地区）の下水道整備を行う。 ・４月交付金申請

・下水道管布設工事（補助事業）；６月契約（工期：７月～１２月）
当該年度 ・下水道管布設工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１２月）
執行計画 ・家屋事後調査；１０月契約（委託期間：１１月～１月）

(3)事業内容 内　　容

公共下水道管渠布設延長 想定値 318当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 318

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 318 318

令和 4年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 814

令和 5年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 996

当該地区は、ガス、水道、ＮＴＴ等の地下埋設物が集中しているため、占用位置を十分調査し、安全に工事を実施する必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 ります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道管布設工事（補助事業） 32,000 ＊ 下水道管布設工事（補助） 33,082 33,082 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 10,980 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 9,070
＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 下水道管布設工事（起債） 908 908 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 1,600 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 2,280
＊ ｶﾞｽ移設補償費（起債事業） 6,500 ＊ 附帯工事（起債） 4,000 1,465 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 30,240 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 33,150
＊ 家屋事前調査業務委託 1,000 ＊ 附帯工事（単独） 1,254 1,254 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 7,600 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 8,250

＊ 家屋事後調査・補償費積算業務委託（単 1,500 484 ＊ 附帯工事（管布設）（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（管布設）（起債事業） 3,000
＊ 附帯工事（舗装）（単独事業） 500 ＊ 附帯工事（舗装）（単独事業） 500
＊ 家屋補償費 1,500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 42,500 合　　計 40,744 37,193 合　　計 55,420 合　　計 56,250
国庫支出金 補助率 50 ％ 16,000 補助率 50 ％ 16,541 16,541 補助率 50 ％ 20,610 補助率 50 ％ 21,110
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 45 ％ 23,400 充当率 45 ％ 19,549 18,600 充当率 45 ％ 30,100 充当率 45 ％ 31,800

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 3,100 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,654 2,052 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 4,710 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 3,340
換算人数(人) 0.45 0.35 0.35 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 3,115 3,115 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 46,415 43,859 40,308 59,425 60,255
(11)単位費用

213.89千円／ｍ 137.92千円／ｍ 126.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、土地区画整理事業により宅地造成された地区であり、下水道は未整備となっているため、地元住民からも下 ●①事前確認での想定どおり
水道整備の要望が強い地区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
318 318 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 318 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 43,859 2,556 40,308 91.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.51

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.73

ｍ 10万円 0.79 108.22

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2061 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下ヶ戸西側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 7年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 56,015 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 364,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 43,859 千円 (うち人件費 3,115 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下



画的に進めるとともに、既存施設 青山地区他の公共下水道は、平成２９年度に流域下水道（手賀沼北部第二幹線）への接続切替えが完了し、
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的 青山汚水中継ポンプ場の運転を停止している。今後、当該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管を撤去・閉
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。 塞し、安全な道路交通等を確保する。
当該ポンプ場は、すでに供用開始してから２０年余りが経過し、老朽化にくわえ、流域下水道（手賀沼北部 ・圧送管閉塞工事；６月契約（工期：７月～１０月）
第二幹線）の完成により青山地区他の公共下水道は、平成２９年度に流域下水道への接続切替え工事を実施 ・圧送管閉塞に伴うＪＲ協議
し、完了した。 当該年度
切替え完了後は、当該ポンプ場を災害用マンホールトイレ等の資機材置場として一時的に活用している。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 今後、当該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管を撤去・閉塞し、道路陥没等の事故防止に努める。

圧送管閉塞工事の進捗率 想定値 20当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 圧送管閉塞工事を実施する。 直接 圧送管閉塞工事の進捗率 ％ 20 20

令和 4年度 圧送管閉塞工事を実施する。 直接 圧送管閉塞工事の進捗率 ％ 70

令和 5年度 圧送管及び流入管閉塞工事を実施する。 直接 圧送管閉塞工事の進捗率 ％ 100

下水道施設に起因して道路陥没等が発生しないよう、圧送管及び流入管を撤去・閉塞する必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 圧送管閉塞工事（閉塞処理） 5,600 ＊ 圧送管閉塞工事（閉塞処理） 6,500 4,820 ＊ 圧送管閉塞工事（開削撤去） 40,200 ＊ 圧送管・流入管閉塞工事（開削撤去） 8,280
＊ 青山汚水中継ポンプ場財産処分協議 0 ＊ 舗装復旧工事 12,400

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,600 合　　計 6,500 4,820 合　　計 40,200 合　　計 20,680
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 5,600 ■特会 □受益 □基金 ■その他 6,500 4,820 ■特会 □受益 □基金 ■その他 40,200 ■特会 □受益 □基金 ■その他 20,680
換算人数(人) 0.25 0.15 0.15 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 1,335 1,335 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,775 7,835 6,155 42,425 22,905
(11)単位費用

388.75千円／％ 391.75千円／％ 307.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

青山汚水中継ポンプ場は、平成２９年度に公共下水道を流域下水道へ切替えたことから、ポンプ運転を停止している。当 ●①事前確認での想定どおり
該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管が道路に埋設されており、道路陥没等の危険を伴うことから撤去・閉塞のための ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 調査・設計・工事を早期に実施する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道管の破損が原因で交通障害等を引き起こさないよう閉塞のための調査・設計を早期に実施する必要があったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり発注したため。 
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,835 △60 6,155 78.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

圧送管閉塞工事が安価に契約できたため。

△0.77

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 圧送管閉塞工事が安価に契約できたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.26

％ 10万円 0.32 123.08

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
下水道管の破損が原因で交通障害等を引き起こさないよう圧送管、流入管の閉塞は必要なため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2062 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 青山地区の流域下水道への接続事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,835 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 175,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計



備を計画的に進めるとともに、既存施設 布佐駅東側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、布佐駅東側地区の下水道整備を行う。 ・４月交付申請

・舗装復旧工事（補助事業）；７月契約（工期：８月～１１月）
当該年度 ・舗装復旧工事（起債事業）；７月契約（工期：８月～１１月）
執行計画

(3)事業内容 内　　容

舗装復旧工事の進捗率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 舗装復旧工事を実施する。 直接 舗装復旧工事の進捗率 % 100 100

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

当該地区は、ガス、水道等の地下埋設物が集中しているため、占用位置を十分調査し、安全に工事を実施する必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 舗装復旧工事（補助事業） 1,600 ＊ 舗装復旧工事（補助） 521 521
＊ 舗装復旧工事（起債事業） 1,500 ＊ 舗装復旧工事（起債） 3,824 3,824
＊ 下水道管布設工事（補助事業） 1,200 ＊ 附帯工事（舗装）（単独） 500 0
＊ 下水道管布設工事（起債事業） 10,100
＊ 附帯工事（管渠）（起債事業） 1,500
＊ 附帯工事（舗装）（単独事業） 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 16,400 合　　計 4,845 4,345 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 50 ％ 1,400 補助率 50 ％ 260 260 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 45 ％ 13,670 充当率 45 ％ 3,867 3,900 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 1,330 ■特会 □受益 □基金 ■その他 718 185 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0 0
正職員人件費 2,175 2,225 2,225 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,575 7,070 6,570 0 0
(11)単位費用

115.37千円／ｍ 70.7千円／% 65.7
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、公共下水道が未整備であり、県道千葉竜ヶ崎線の建設に伴い分断されている。地元からの要望が強く、早期 ●①事前確認での想定どおり
に整備を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに発注したため。 
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,070 11,505 6,570 92.93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

61.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.41

% 10万円 1.52 107.8

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
計画通りに下水道整備を進め、事業期間内で完了した。 令和３年度で事業完了。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2166 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 布佐駅東側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,945 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 34,400 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,070 千円 (うち人件費 2,225 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整



の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 湖北駅北口東側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
湖北駅北口東側地区の下水道整備を行い、衛生的で快適な生活環境を確保する。 ・４月交付申請

・下水道管布設工事（補助事業）；６月契約（工期：７月～１１月）
当該年度 ・下水道管布設工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１１月）
執行計画 ・舗装復旧工事（補助事業）；７月契約（工期：８月～１１月）

(3)事業内容 内　　容

公共下水道管渠布設延長 想定値 63当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 63

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 63 63

令和 4年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 179

令和 5年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 390

当該地区は、狭隘道路であるため、適正な迂回路を計画して周辺住民や利用者の安全な交通を確保する必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 舗装復旧工事（補助事業） 3,000 ＊ 下水道管布設工事（補助） 12,490 12,490 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 2,520 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 6,940
＊ 舗装復旧工事（起債事業） 2,200 ＊ 下水道管布設工事（起債） 2,360 2,360 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 620 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 1,720
＊ 下水道管布設工事（補助事業） 11,800 ＊ 附帯工事（管渠）（起債） 1,500 0 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 19,760 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 23,040
＊ 下水道管布設工事（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（舗装）（単独） 1,045 1,045 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 6,880 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 5,680
＊ 附帯工事（管渠）（起債事業） 1,500 ＊ 附帯工事（管渠）（起債事業） 1,500 ＊ 附帯工事（管渠）（起債事業） 1,500
＊ 附帯工事（舗装）（単独事業） 500 ＊ 附帯工事（舗装）（単独事業） 500 ＊ 附帯工事（舗装）（単独事業） 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 22,000 合　　計 17,395 15,895 合　　計 31,780 合　　計 39,380
国庫支出金 補助率 50 ％ 7,400 補助率 50 ％ 6,245 6,245 補助率 50 ％ 11,140 補助率 50 ％ 14,990
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 45 ％ 12,965 充当率 45 ％ 9,285 8,400 充当率 45 ％ 18,500 充当率 45 ％ 21,900

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 1,635 ■特会 □受益 □基金 ■その他 1,865 1,250 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,140 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,490
換算人数(人) 0.3 0.25 0.25 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 2,225 2,225 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,610 19,620 18,120 34,450 42,050
(11)単位費用

129.53千円／ｍ 311.43千円／ｍ 287.62
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、公共下水道整備を進めている地区であり、地元住民からの要望もあり、早急に下水道整備進めていく必要が ●①事前確認での想定どおり
ある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
63 63 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに発注したため。 
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 63 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,620 4,990 18,120 92.35
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

20.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.32

ｍ 10万円 0.35 109.38

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2170 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 湖北駅北口東側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 8年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,925 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 282,600 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 19,620 千円 (うち人件費 2,225 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内



存施設 高野山地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、高野山地区の下水道整備を行う。 ・現地調査

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

現地調査の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現地調査を実施する。 直接 現地調査の進捗率 ％ 100 100

令和 4年度 調査・修正設計業務委託を実施する。 直接 調査・修正設計業務委託の進捗率 % 100

令和 5年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 374

当該地区は、交通量が多い国道３５６号を占用するため、道路管理者及び関係機関と十分な協議・調整を図る必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 関係機関との調整協議、現地調査 0 ＊ 現地調査 0 0 ＊ 調査・修正設計 3,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 20,640
＊ 下水道管布設工事（起債事業） 6,960
＊ 附帯工事（起債事業） 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 3,000 合　　計 30,600
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 10,320
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 45 ％ 18,750

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 3,000 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 1,530
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.3 0.3
正職員人件費 435 445 445 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 435 445 445 5,670 33,270
(11)単位費用

4.35千円／％ 4.45千円／％ 4.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、都市基盤整備を進めている地区であり、下水道整備を進めていく必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
また、地元住民からの下水道整備の要望も強い地区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

現地調査を行った。 
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 445 △10 445 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.47

％ 10万円 22.47 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2171 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 高野山地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 令和11年度 ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 445 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 230,500 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既



既存施設 下ヶ戸北側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、下ヶ戸北側地区の下水道整備を行う。 ・現地調査

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

現地調査の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現地調査を実施する。 直接 現地調査の進捗率 % 100 100

令和 4年度 下水道基本設計業務委託を実施する。 直接 下水道基本設計業務委託の進捗率 ％ 100

令和 5年度 下水道実施設計業務委託を実施する。 直接 下水道実施設計業務委託の進捗率 ｍ 167

当該地区の地下埋設状況や既存施設の高さ等について、適切に現地調査を行う必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 関係機関との調整協議、現地調査 0 ＊ 現地調査 0 0 ＊ 下水道基本設計 6,500 ＊ 下水道実施設計（補助事業） 26,780

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 6,500 合　　計 26,780
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 13,390
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 45 ％ 12,051

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 6,500 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 1,339
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.1 0.3
正職員人件費 435 445 445 890 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 435 445 445 7,390 29,450
(11)単位費用

4.35千円／％ 4.45千円／％ 4.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、都市基盤整備を進めている地区であり、下水道整備を進めていく必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
また、地元住民からの下水道整備の要望も強い地区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

現地調査を行った。 
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 445 △10 445 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.47

% 10万円 22.47 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2172 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下ヶ戸北側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和11年度 ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 445 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 97,300 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、



街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 公共下水道施設のすべてを対象とし、将来にわたって適切に維持管理、改築、修繕を行っていくためストッ
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的 クマネジメント計画を策定し実施することを目的とする。
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
　ストックマネジメントに基づく予防保全型の施設管理を実現するため、明確かつ具体的な施設管理の目標 ストックマネジメント修繕・改築実施業務委託；４月交付申請、６月契約
を設定し、リスク検討に基づく点検・調査計画及び修繕・改築計画を策定する。 ・委託期間：７月～１月
　また、これらの計画を実行し、評価、見直しを行うとともに施設情報を蓄積し、ストックマネジメントの 当該年度 ・業務内容：修繕・改築の実施設計（第Ⅰ期分）
精度向上を図る。 執行計画 ・第Ⅰ期：令和３年～令和７年

(3)事業内容 内　　容 　具体的には、①導入準備、②施設情報の収集・整理、③施設管理の目標設定、④リスクの検討、⑤点検・
調査計画の策定及び実行、⑥修繕・改築計画の策定及び実行、⑦評価の見直しという工程となる。
　なお、汚水事業（下水道課）、雨水事業（治水課）を同時に行う。 ストックマネジメント修繕・改築の進捗率（第Ⅰ期） 想定値 20当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ストックマネジメント修繕・改築実施設計業務委託を実施する。 直接 ストックマネジメント修繕・改築の進捗率（第Ⅰ期） % 0 20

令和 4年度 ストックマネジメント修繕・改築工事を行う。 直接 ストックマネジメント修繕・改築の進捗率（第Ⅰ期） ％ 40

令和 5年度 ストックマネジメント修繕・改築工事を行う。 直接 ストックマネジメント修繕・改築の進捗率（第Ⅰ期） ％ 60

ストックマネジメント計画に基づき、施設の状況を把握、評価し、施設の状態を予測しながら、下水道施設を計画的かつ効率的
(7)事業実施上の課題と対応 に管理する必要があります。 代替案検討 ●有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画に基づく 47,000 （３月補正） ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ修繕・改築工事 60,000 ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ修繕・改築工事 60,000
点検・調査業務委託 ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ修繕・改築実施設計 17,200 19,483 （汚水）（補助事業） （汚水）（補助事業）
（汚水分）（補助事業） （汚水）（補助）（繰越）

＊ (流用)雨水ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ委託料より 6,406

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 47,000 合　　計 23,606 19,483 合　　計 60,000 合　　計 60,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 23,500 補助率 50 ％ 9,600 9,600 補助率 50 ％ 30,000 補助率 50 ％ 30,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 45 ％ 13,800 9,800 充当率 50 ％ 30,000 充当率 50 ％ 30,000

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 23,500 ■特会 □受益 □基金 ■その他 206 83 ■特会 □受益 □基金 ■その他 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 0
換算人数(人) 0.75 0.5 0.5 0.75 0.75
正職員人件費 6,525 4,450 4,450 6,675 6,675

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 53,525 28,056 23,933 66,675 66,675
(11)単位費用

535.25千円／％ 1,402.8千円／％ 1,196.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　本市の下水道建設は、昭和４２年度から始まり、平成１０年代までの間に集中的に整備され、今後急速に老朽化するこ ●①事前確認での想定どおり
とが見込まれる。その一方で自治体の財政状況は逼迫化していることから、維持管理から改築更新までのライフサイクル ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ コストの低減化や予防保全型施設管理の導入により、戦略的な維持管理・改築更新を行い、下水道サービス提供の持続性 ○要
   背景は？(事業の必要性) を図るため。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道施設の効率的で効果的な維持管理及び修繕・改築を実施していく必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ストックマネジメントに基づく予防保全型の施設管理を実施

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 するため、リスク評価や点検調査計画の策定等を行い、実施
□その他 　促進された 方針を定めた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画とおり発注・執行したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 28,056 25,469 23,933 85.3
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

想定より安価に契約できたため。

47.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定より安価に契約できたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

% 10万円 0.08 114.29

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2179 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 下水道施設の整備と維持管理 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道ストックマネジメント事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 7年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,650 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 3,520 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 28,056 千円 (うち人件費 4,450 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市



に進めるとともに、既存施設 久寺家汚水中継ポンプ場の圧送管を閉塞し、安全な道路交通を確保する。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
久寺家汚水中継ポンプ場に接続する圧送管を閉塞し、道路陥没等の事故防止に努める。 ・現地調査

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

現地調査の進捗率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現地調査を実施する。 直接 現地調査の進捗率 % 0 100

令和 4年度 圧送管閉塞実施設計業務委託を実施する。 直接 圧送管閉塞実施設計業務委託の進捗率 % 100

令和 5年度 圧送管閉塞工事を実施する。 直接 圧送管閉塞工事の進捗率 % 100

下水道施設に起因して道路陥没等が発生しないよう、圧送管を撤去・閉塞する必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 占用者協議 0 ＊ 現地調査 0 0 ＊ 圧送管閉塞実施設計 2,000 ＊ 圧送管閉塞工事 39,600

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 2,000 合　　計 39,600
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 2,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 39,600
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0
正職員人件費 435 445 445 445 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 435 445 445 2,445 39,600
(11)単位費用

43.5千円／% 4.45千円／% 4.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

久寺家汚水中継ポンプ場は、平成25年度に公共下水道を流域下水道へ切替えたことから、ポンプ運転を停止している。当 ●①事前確認での想定どおり
該ポンプ場に接続する圧送管が道路に埋設されており、道路陥没等の危険を伴うことから閉塞のための調査・設計を早期 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ に行う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道管の破損が原因で交通障害等を引き起こさないよう閉塞のための調査・設計を早期に実施する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

目視調査を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 445 △10 445 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.47

% 10万円 22.47 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2182 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 久寺家汚水中継ポンプ場の圧送管閉塞事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 445 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 32,600 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的



ともに、下水道 経営環境が厳しさを増す中にあっても、事業、サービスの提供を安定的に継続できるよう「経営戦略」を策
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 定・改定し、中長期的な視点に立った経営、徹底した効率化、健全経営化に取り組むことにより、経営基盤
展開方向

みます。 の強化と財政マネジメントの向上を実現する。
下水道事業経営戦略については、１．事業概要、２．経営の基本方針、３．投資・財政計画（収支計画）、 令和２年度地方公営企業法適用（公営企業会計化）により事業の経営状況・資産等を把握し、経営戦略の見
４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項の４項目に沿って策定する。 直しに着手する（令和２年度～令和３年度継続事業）。
使用料検討業務については、事業コード740.下水道使用料の賦課徴収業務において、平成31年度に使用料検 当該年度 経営戦略の見直しと併せて下水道使用料の検討を行う。
討業務を予定していましたが、地方公営企業法適用後の中長期的な収支を見込んだ経営戦略の見直しと合わ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 せて使用料を検討するため、本事業に使用料検討業務を含めることとし、令和４年度までに見直すものとす
る。

使用料の見直しに伴い、汚水処理費に対する下水道使用料の回収率（ 想定値 86.2当該年度
経費回収率）の向上 単位 ％

活動結果指標 実績値 82.5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 使用料の見直しに伴い、汚水処理費に対する下水道使用料の回収率（経費回収率）の向上 直接 下水道事業の経費回収率 ％ 0 86.2

令和 4年度 使用料の見直しに伴い、汚水処理費に対する下水道使用料の回収率（経費回収率）の向上 直接 下水道事業の経費回収率 ％ 86.7

令和 5年度 － 0

・総務省では令和２年度までに経営戦略の策定率１００％を目標としており、当市では平成２９年度に経営戦略を策定していま
(7)事業実施上の課題と対応 す。 代替案検討 ○有 ●無

・令和２年度の公営企業会計化によって、事業の経営状況・資産等をより正確に把握することが可能となるため、新たな収支予

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 経営戦略策定及び使用料検討業務委託料 3,853 ＊ 経営戦略策定及び使用料検討業務委託料 8,990 10,197
【継続費　令和２年～令和３年】 【継続費　令和２年～令和３年】

（逓次繰越分） 3,853

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,853 合　　計 12,843 10,197 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 3,853 ■特会 □受益 □基金 ■その他 12,843 10,197 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.55 1.9 1.9 0 0
正職員人件費 13,485 16,910 16,910 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,338 29,753 27,107 0 0
(11)単位費用

194.81千円／％ 345.16千円／％ 328.57
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

将来的に人口減少に伴う料金収入の減少や下水道施設の老朽化に伴う更新投資の増大等が予想される中で、下水道サービ ●①事前確認での想定どおり
スの提供を将来に渡り安定的に継続するためには、「経営戦略」を策定し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 実現していくことが強く求められる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 「経営戦略」は平成２９年度に策定しているが、令和２年度の地方公営企業法適用化によって、新たに経営戦略を見直す ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

必要があり、これに合わせて下水道使用料も検討する。 令和２年度の地方公営企業法適用化によって、平成２９年度に策定した「経営戦略」を公営企業会計方式に基づく投資・
財政計画に見直す必要があり、これに合わせて下水道使用料も検討することとなった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 経営戦略の見直しに必要な情報は市が保有しているため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民参加や市民との協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業の性質上、該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 86.2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初目標値は法適用前の数値を前提に設定した目標値であり達成困難な水準であ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 82.5 95.71

ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 29,753 △12,415 27,107 91.11
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札やプロポーザルにより、適正な委託料により契約する。

△71.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.29

％ 10万円 0.3 103.45

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2203 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道事業経営戦略策定事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 1.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 29,753 千円 (うち人件費 16,910 千円）⑦事業費
総事業費 43,238 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めると



画的に進めるとともに、既存施設 当該地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水するため、調査によって原因を把握し、適正な対策工事を
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的 行い、管路、マンホール等の下水道施設の機能を保持できるよう努める。
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
当該地区は、平成２９年度から現況を的確に把握するための不明水実態調査解析を行っている。この結果を ・不明水対策補修工事；５月契約（工期：６月～１２月）
踏まえ、平成３０年度に流末エリアでＴＶカメラを使用した詳細調査・解析（本管、人孔）、令和元年度に
も同様の調査・解析（取付管）を行い、令和２年度以降、実施設計、補修工事を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

不明水対策事業（設計・補修）の進捗率（No5本管） 想定値 40当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 40

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 不明水対策補修工事を実施する。 直接 不明水対策事業（設計・補修）の進捗率（No5本管） ％ 20 40

令和 4年度 不明水対策補修工事を実施する。 直接 不明水対策事業（設計・補修）の進捗率（No5本管） ％ 60

令和 5年度 不明水対策補修工事を実施する。 直接 不明水対策事業（設計・補修）の進捗率（No5本管） ％ 80

調査・補修工事は、住民への説明を十分行い、事業への理解を得ながら進めていく必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 補修実施設計業務委託（Ｎｏ５流域） 4,000 ＊ 不明水対策補修工事（本管）（Ｎｏ５流 5,000 3,993 ＊ 不明水対策補修工事（本管）（Ｎｏ５流 10,000 ＊ 不明水対策補修工事（Ｎｏ５流域） 10,000
） ＊ 不明水対策補修工事（取付管）（Ｎｏ５ 27,000 ＊ 不明水実態調査（効果確認） 9,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,000 合　　計 5,000 3,993 合　　計 37,000 合　　計 19,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 5,000 3,993 ■特会 □受益 □基金 ■その他 37,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 19,000
換算人数(人) 0.35 0.2 0.2 0.4 0.4
正職員人件費 3,045 1,780 1,780 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,045 6,780 5,773 40,560 22,560
(11)単位費用

352.25千円／％ 169.5千円／％ 144.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、大雨時に下水道マンホールから汚水が溢水し、地元住民から調査、対策の要望もあるため、早期の対応を要 ●①事前確認での想定どおり
する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

該当地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水し、公衆衛生上及び維持管理上の問題となっており、地元からの改善要
望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として、市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 40 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画とおり発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 40 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,780 265 5,773 85.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

想定より安価に契約できたため。

3.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定より安価に契約できたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.59

％ 10万円 0.69 116.95

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2208 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 久寺家１・２丁目地区不明水対策事業（Ｎｏ５流域） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,780 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計



整備を計画的に進めるとともに、既存施設 当該地区の汚水は、地区内にある汚水処理中継所に流入し、ポンプ排水によって、久寺家処理場(ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的 管理)にて処理されている。下流部において、平成25年度に流域下水道への切替えが完了していることから
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。 、早期に設計業務を着手し、下水道整備を行う。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、久寺家１・２丁目地区の下水道整備を行う。平成３１年度は現 ・４月交付申請
地調査により占用物件等を把握し、令和２年度以降、下水道の基本設計、実施設計を行う。 ・下水道管布設工事（補助事業）；５月契約（工期６月～２月）

当該年度 ・水道管切廻し工事（単独事業）；５月契約（工期６月～９月）
執行計画

(3)事業内容 内　　容

公共下水道管渠布設延長 想定値 331当該年度
単位 m

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 整備計画に基づき、下水道の整備を完了する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 0 331

令和 4年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 601

令和 5年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 833

当該地区は、地下埋設物が集中しているため、占用位置を十分調査し、安全に工事を実施する必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道実施設計（補助事業） 22,700 ＊ 水道切廻し工事（単独） 6,000 0 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 10,400 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 10,840
＊ 下水道基本設計 3,920 ＊ （３月補正） △6,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 108,400 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 36,000
＊ 試掘工事 1,000 ＊ 下水道管布設工事（補助） 130,418 0 ＊ 附帯工事（管布設）（起債事業） 3,000 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 12,000

R3からR4へ繰越　130,418千円 ＊ 附帯工事（舗装）（単独事業） 500 ＊ 附帯工事（管布設）（起債事業） 3,000
＊ 下水道管布設工事（起債） 14,322 0 ＊ 附帯工事（舗装）（単独事業） 500
＊ 附帯工事（起債） 3,000 0

R3からR4へ繰越　17,322千円
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 27,620 合　　計 147,740 0 合　　計 122,300 合　　計 62,340
国庫支出金 補助率 50 ％ 11,350 補助率 50 ％ 65,209 0 補助率 50 ％ 59,400 補助率 50 ％ 23,420
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 45 ％ 10,200 充当率 45 ％ 75,143 0 充当率 45 ％ 56,310 充当率 45 ％ 35,320

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 6,070 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 7,388 0 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 6,590 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 3,600
換算人数(人) 0.3 0.5 0.5 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 4,450 4,450 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 30,230 152,190 4,450 124,970 65,010
(11)単位費用

302.3千円／％ 459.79千円／m 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区の汚水は、地区内にある汚水処理中継所に流入し、ポンプ排水によって、久寺家処理場（クリーンセンター管理 ●①事前確認での想定どおり
）にて処理されている。下流部において、平成２５年度に流域下水道への切替えが完了していることから、早期に設計業 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 務を着手する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区の汚水排水は、老朽化が著しい久寺家処理場で処理されていることから、早期に公共下水道へ接続する。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道事業管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 331 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

工事路線の一部において、他企業が所管する未使用管が残置され工事の支障とな
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

っており、工事を行うことが困難であったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 152,190 △121,960 4,450 2.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

工事路線の一部において、他企業が所管する未使用管が残置され工事の
支障となっている。協議の結果、管理者が撤去工事を行うこととなり、

△403.44 撤去工事に時間を要し繰越となったため。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工事路線の一部において、他企業が所管する未使用管が

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 残置され工事の支障となっている。協議の結果、管理者

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.22 が撤去工事を行うこととなり、撤去工事に時間を要し繰

ｍ 10万円 0 0 越となったため。

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
当該地区の汚水排水は、老朽化が著しい久寺家処理場で処理されており、公共下水道への接続は必要不可欠な事業であるため、引続き推進して
いく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2225 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 久寺家１・２丁目地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 8年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 117,450 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 152,190 千円 (うち人件費 4,450 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道



に、既存施設 千葉県流域関連公共下水道の不明水対策について、３流域共通の「流域関連公共下水道における不明水対策
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的 マニュアル」を作成し、各流域で不明水対策５ヵ年計画を策定し、流域市町全体で不明水対策を実施し、雨
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。 水浸入の原因を排除する。
手賀沼流域関連公共下水道の不明水対策５ヵ年計画（令和２年度～令和６年度）に基づき、大雨時の汚水溢 ・不明水対策送煙調査業務委託（新木野地区）；５月契約（６月～１０月）
水等に対し、適正な対策を行い、管路、マンホール、宅内設備等の下水道施設の機能を保持できるよう努め ・マンホール蓋穴閉塞
る。令和２年度から、誤接続を確認するための送煙調査や雨水の浸入を防ぐためのマンホール蓋穴閉塞等を 当該年度
行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

不明水対策送煙調査業務委託の進捗率 想定値 40当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 40

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 不明水対策５ヵ年計画に基づき、不明水対策送煙調査業務委託を実施する。 直接 不明水対策送煙調査業務委託の進捗率 ％ 20 40

令和 4年度 不明水対策５ヵ年計画に基づき、不明水対策送煙調査業務委託を実施する。 直接 不明水対策送煙調査業務委託の進捗率 ％ 60

令和 5年度 不明水対策５ヵ年計画に基づき、不明水対策送煙調査業務委託を実施する。 直接 不明水対策送煙調査業務委託の進捗率 ％ 80

不明水対策調査等については、住民への説明を十分行い、事業への理解を得ながら進めていく必要があります。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 不明水対策送煙調査業務委託 4,000 ＊ 不明水対策送煙調査業務委託 4,000 3,630 ＊ 不明水対策送煙調査業務委託 4,000 ＊ 不明水対策送煙調査業務委託 4,000
＊ マンホール蓋穴閉塞 0 ＊ マンホール蓋穴閉塞 0 0 ＊ マンホール蓋穴閉塞 0 ＊ マンホール蓋穴閉塞 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,000 合　　計 4,000 3,630 合　　計 4,000 合　　計 4,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,000 3,630 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,000
換算人数(人) 0.45 0.25 0.25 0.4 0.4
正職員人件費 3,915 2,225 2,225 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,915 6,225 5,855 7,560 7,560
(11)単位費用

395.75千円／％ 155.63千円／％ 146.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

千葉県流域関連市町で公共下水道の不明水対策に取り組むものである。 ●①事前確認での想定どおり
大雨時に下水道マンホールから汚水が溢水し、維持管理上の問題となっており、地元住民から調査、対策の要望もあるた ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ め、早期の対応を要する。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

該当地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水し、公衆衛生上及び維持管理上の問題となっており、地元からの改善要
望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 40 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画とおり発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 40 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,225 1,690 5,855 94.06
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

21.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.64

％ 10万円 0.68 106.25

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2258 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 流域関連公共下水道不明水対策事業（第Ⅰ期） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 6年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,225 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるととも



根戸地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホールからの 事業目的
展開方向

汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
根戸地区の下水道整備を行い、衛生的で快適な生活環境を確保する。 ・柏市が施工する共用管工事費用の負担
当事業は、我孫子市と柏市の共用管であり、公共下水道事業に関する基本協定書に基づき、柏市が管渠等の （支障物の発生及び最下流部における急勾配区間の工法選定に不測の日数を要したことにより柏市による施
工事を行い、工事に要する費用を案分して負担する。 当該年度 工に遅れが生じたため、令和３年度に繰り越して執行する）

執行計画
(3)事業内容 内　　容

共用管工事の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 柏市が公共下水道事業に関する基本協定書に基づき、共用管工事を実施する。我孫子市はその費用を負担する。 直接 共用管工事の進捗率 ％ 0 100

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

共用管工事は、住民への説明を十分行い、事業への理解を得ながら進めていく必要がある、
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 柏市共用管建設負担金 13,523 柏市共用管建設負担金（繰越） 13,523 3,823

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,523 合　　計 13,523 3,823 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 95 ％ 12,820 充当率 95 ％ 12,800 3,600 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 703 ■特会 ■受益 □基金 □その他 723 223 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.05 0.05 0 0
正職員人件費 1,305 445 445 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,828 13,968 4,268 0 0
(11)単位費用

148.28千円／％ 139.68千円／％ 42.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、我孫子市と柏市の市境に位置し、両市が行う手賀沼流域関連公共下水道事業である。地元住民からの要望が ●①事前確認での想定どおり
強く、早期に整備を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、我孫子市と柏市の市境に位置し、両市が行う手賀沼流域関連公共下水道事業であり、地元住民からの要望に
より早期に整備を行う必要があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年度からの繰越は生じたものの、柏市による適正な工期設定及び進行管理によ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

り令和３年度内に工事を完了することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,968 860 4,268 30.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

柏市との覚書について現行の事業計画と計画汚水量を整合させるよう内
容を見直したことにより事業費を低減させることができたため。

5.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 柏市との覚書について現行の事業計画と計画汚水量を整

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 合させるよう内容を見直したことにより事業費を低減さ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.72 せることができたため。

％ 10万円 2.34 325

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2259 課コード 0603 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 柏市共用管の建設事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,968 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 15,273 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設


